
災にもられた関連投分割方法を織込んだのである。

ウ 財務諸表

財務諸表については会計規則第 5 条にもと づいて， 別表第 l

t言業報告訟級式第 2 部にj~記され， さらに問第 2 勘定科目およ

びWf.疏中に，各表の勘定科目解疏がIYJ示される。基本的な財務

諸表の表示I1凶作として ， 企業会計 l尽J'lIJ ・財務縮表準日IJに したが

って損益百一IJ) 部 ・ 剰余金計算書 ・利益剰余金処分計 ;\'):1詣 ・ :t't(l!i

対照表のIII~Hこ綱綴される こ ととな った。とくに剰余金計算書に

ついては画期的な計算誌であって，商法の所定財務諸表の例外

である。地方鉄道業者iは毎営業年l立経過後 2 箇月以内に，地方

鉄道法施行規則第 49 条の規定に よ って ， 上司財務諸表を主体と

する営業報告書の続出を命ぜられている。

財務諸表の内容として改正された諸点を掲げるとつぎのとお

りである 。

(7) 勘定式表示を改めて報告式表示をと ったこ と。

従米の営業報告設の財務諸表は，各表の基本となる帳簿の勘

定科目を表の上に伝記したも のに過ぎなかったのであるが， こ

れを報告式として簿記の知識のない者にも理解し得るようにし

た。たとえば倒益計算書においても ， 収入と支出とを事業ごと

に段階的に損益を;0:11\ し，各事業のJf~誌のはj患を容易にした。

貸借対照表においても IJJ』プ1 ・ 貸方に所属科目を統一せず，資産・

負債 ・ 資本の順に表示し，資産 ・ 負ß~の内容の記載については，

流動性配列法を採った。 滅(illí():t ~q l引当金については，貸方科目

である悶勘定を fAブ1科目である固定資産の金制表示の下に記載

し ， こ;f Lから l訂]減価償却引当金を股除した7Ji傾を固定資産の (i町

傾として表示した。

(1) 営業~!lの勘定組織を改めたこと。

営業'l 'iについてはその勘定組織について製本的な改正を行っ

た。従来諸税をその中に含めていたが， こ;f Lを 5J IJ款に受理し，

減価償却引を悶定資産保存資中に含ましめた。自~I門t'li成を米国

の州際交通委員会制定の統一会計制j立にならって分類した。す

なわち固定資産保存政のzドに鉄道の全固定資雌の保存資を統ー

した。これによって従来各部門に分れていた保存政は， 一部門

の中に総合されることになったのである。また五li転部門と運輸

剖i門とを迎送iJ.'l部門に合併した。さらに全部門に属する科目を

人(H~ ・ 物例 y!i ・ 経政に分類した。これによ っ て鉄道営業費の

人件1!i ・物件'l!i ・ 経伎の総額が各営業制11"] ごとに， 全営業領以

にわたっては出されるに至った。 すなわち鉄道運送裂の原 fillí 言 1

3革も可能とな ったのである。

(分 固定資産の勘定組織を改めたこと 。

固定資産は明治の初期以来勘定科目として，建設'l!i と呼ばれ

る款を も って整FJ!され，内訳としては間接政または直接貿に属

する数多く の項に分類され，総係'l!i中には現在繰延勘定 として

整理される創立政 ・ 建設利息をも含んでいたのである。また述

絡i通行村正のような1!!f;形固定資産をも含んでいたのであるが， こ

れらを有形回定資産 と無形固定資産とに 2 大分類して，繰延勘

定に整理すべきも のは同勘定に振誌えJ n別安政としての項目は

これと凶米以If系のある有形固定資金に賦放されたのであ る。

2 軌道の会計制度

軌道法第 14 条にもとづく軌道業会計規則によって確立され

ている ことは既述の とおり である。そして同規則は地方鉄道業

会計規 I'IIJを準用する旨を定めているので， 軌道の会計制度は地

ブJ鉄道のそれとま ったく向様である。軌道業会計規則は軌道会

計規程 (大正 12 ・ 1 2 鉄道省令第 7 号)として誕生し ， それ以米地

方鉄道会計規程をそのまま準朋してきたのでゐる。軌道の会計

行政については運輸省が専管である。なお軌道の財務諸表の内

ちぼうてつど

!&の主体である営業報告書については，従来大正 14 ・ 6 鉄道内務

両省告示軌道営業報告書様式にも とづいて，地方鉄道法施行規

則第 49 条を準用する軌道法施行規則第 27 条によって提出され

てきたのであ るが， 昭和 26 ・ 1 地方鉄道業会計規則の制定に伴

なって， 同年同月運輸建設両省告示第 1 号をもって ， 地方鉄道

業会計規則)JIJ表第 l 営業報告書様式が準用されるので， 軌道会

計制l立は形式内容ともに地方鉄道 とま ったく同様である。 一ーム

取替法。

参考一文献佐藤雄f活者ニ 鉄道会計 (1 9 1 7) 。同著 突用鉄道会

計 (1921)。悶著鉄道会計研究 (1937)。藤川福衛著鉄道会計

(1943) 0 J. L. White: Analysis of railroad operations (1925) 。

(森島省吾)

ちぼうてつどうきどうのひょうしき 地方鉄道 ・ 軌道の標

議 地方鉄道 ・ 軌道の際識は，それぞれ鉄道信号 ・ 軌道信号の

一般であ って J j[j ・色等により物の位置・方向または条例:~i'を

表示するものである。

1 地方鉄道の襟識は列111燦誠 ・ 入換機関車傑談 ・ 自 動議日IJ

標識 ・ 入j実際識 ・ 転徽昔iHてんてっき)際識 ・ 列車停止探識 . 1停

止襟談 ・ その他の標識等である。これらの僚識を使用する場合

ならびに表示方式を示すと っき'のとお り であ る。

(1) 列車際識ならびにその力式

列車には列車探識を帰山する。列車標識には前期HW-~識と後部

際識とがあり ，前部際識は昼間は掲出しないが，夜間は列車の

前 iliiに白色燈 1 個以上を掲出することになっている。後部i際識

は昼間は最後部の車両(電車を除く )の後部端りょうの上部に赤

色縁の灯総(灯音寺のかわり に赤色円板を使用することができる)

1 (日i以上を掲出する。夜間は最後部の車両の後部端り ょう の上

部に赤色燈 1 j間以上(自動閉そく 式を施行する区間では 2 fi!l以

上1 m出しなけオ工ばならない。

(2) 入換軽量l羽車際識ならびにその方式

入放ifUJ力車には入換機関111際識をtl(，.'I.\する。その方式は昼間

は掲出しないが， 夜間は前部端りょうの上部右側および後部端

りょうの上部左側に， 赤色灯各 1 fI<自を掲出することになってい

る。

(3) 自動識別機識な らびにその方式

自動閉そく式を施行する区間における閉そ く信号機には， 自

ill)J:m'(5.1 IJ標識を表示するこ とになっていて，その表示方式は各事

業者が定めて用いることに定められている。

(4) 入換標識ならびにその方式

入j奥運転をひん繁に行う線路には， 必要に応じて入換標識を

設けなければならないことになっている。その表示方式は各事

業者が定めて用いることに定められている。

(5) 転徽禄標識ならびにその方式

普通転徽添・発条転轍\lii . 脱線転徽総 ・ 遷移伝統{総および脱

線 æ~には， 必要に応じて転鰍球機識を設けなければならないこ

とになっている。 その方式は，常通転轍総際識は転鰍総が定位

にある ときは， 昼間は前方および後方に対し， 中央に白色線 l

条を倹に画した群青色円板， 夜間は前方および後方に対し紫色

灯， 転轍誌が反位にあるときは，昼間は前方および後方に対し，

中央に黒色線 l 条を矢はずに画した黄色矢はず形板で， 夜間は

iìíJブJお よび後方に対し鼓色灯を表示する。発条転轍骨骨標識は，

転轍総が定位にあるときは， 昼間は前方および後方に対し，中

央に白色線 1 条を横に，および白色 S 形を画した群青色円板，夜

間は前方および後方に対し紫色灯。転轍告告が反位にある ときは，

昼間は古íJ方お よび後方に対し，中央に黒色線 l 条を矢はずに因

した黄色矢はず形板。夜間は前方および後方に対し黄色灯を表
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